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《紹介》
福武　直編『21世紀高齢社会への対応』
　　（東京大学出版会，1985）を読んで
植 松 忠
?
はしがき
　経済審議会の報告書『2000年の日本』が「国際化，高齢化，成熟化に備えて」という副
題を添えたように，わが国が21世紀に高齢化の時代を迎えることは間違いない。しかし我
我は，一方で「高齢社会」という，なにか恐ろしいものに急速に近づいているようでいて，
他：方で「高齢社会」の実体は何か，それにむかって如何なる準備をなすべきか，という肝
心の点については，まとまった調査研究もなされず，対策も立てられていない状況にある。
そうしたなかで，本書は人口論，経済挙，社会学，社会保障論，医学，保健学など関係領
域の専門家が，「21世紀高齢社会」を「入間の長命を老若ともに喜びあえるような社会」
（編者はしがき〉にすべく，ひとつの統一テーマに取り組んだ，優れた学際研究である。
　本書は全3巻，B5版，1200ページにわたる大冊であり，各巻の構成と執筆責任者を記
すと，以下のとおりである。
　第1巻　福武　直・青木和夫編「高齢社会の構造と課題」
　　第1部　人口構造　　　　（安川正彬）
　　第2部　産業構造　　　　（原　　豊）
　　第3部　財　　政　　　（古田精司）
　　第4部　家族と生活構造（森岡清美・青木和夫）
　第2巻　福武　直・小山路男編「高齢社会への社会的対応」
　　第1部雇用　（島田晴雄）
　　第2部　所得保障　　　　（小山路男）
　　第3部　医療保障　　　　（江見康一〉
　’第4部　社会福祉　　　　（三浦文夫）
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　第5部　教育・文化　　　（松原治郎）
　第6部　生活環境　　　　（木下茂徳，青木志郎）
　第7部高齢女性　　　（袖井孝子）
第3巻福武直・原沢道美編「高齢社会の保健と医療」
　第1部　老化と老化の制御（山田正篤，入来正躬，五島雄一郎）
　第2部　老年病の予防と対策（村上元口，亀山正邦，原沢道美）
　第3部　老人の健康と医療（広田公一，長谷川和夫，根岸龍雄）
　紙数の制約のため，医学・保健学の専門にわたる第3巻を除いて，第1巻と第2巻を中
心に，できるだけ全体像を明らかにできるように，紹介と書評を進めていきたい。
1．第1巻「高齢社会の構造と課題」
　第1巻は21世紀高齢社会の社会環境と課題を明らかにしたものであり，人口構造，産業
構造，財政，家族と生活構造の4部から構成されている。
　第1部「人口構造」では，人口推計，労働人口推計，地域別人口推計が取り上げられて
いる。
　第1章「日本人口の将来像」（安川正彬）では，最初に厚生省人口問題研究所の昭和56
年推計（中位推計）が，〔1〕今後100年の日本の人口を，①総人口は2008年に1億3036万
人でピークを迎え，その後は低下して2075年以後1億1800万入程度に落着く、②出生率
は1．0－1．3％の間で波を打つが，死亡率は上昇して2008年に出生率を上まわり（従って人
口の絶対減が起こる），2030～2050年代には1．4％台になり，その後は低下する，③高齢者
（65歳以上）比率は2020年に2L8％，2043年に22．2％と2回目ピークを経験したあと低下
して，2075年以後は19～20％に落着くと推計していること，〔2〕その推計根拠は，1）平
均寿命は2025年に男子75．07歳，女子80．41歳まで上昇し，そこで止まる，2）出生率はゆっ
くり上昇し，2025年の2．09で止まるという，2つの仮定にあることが紹介され，次に，こ
の中位推計が安川推計（53年推計）と近似していることが指摘される。
　最後に筆者は，現在の入口構造の特徴を過密（人口過剰）と人口高齢化の2点で捉え，
上述の入口予測が実現するためには，出生率が仮定②の水準にとどまって，過密を促進す
一82一
福武直編『21世紀高齢社会への対応』（東京大学出版会，1985）を読んで　279
るほどには上昇せず，高齢化を促進するほどには低下しないことが必要であること，にも
拘らず，実際には出生率の回復は困難であるかも知れないことを指摘している。
　第2章「労働力人口の将来J（飯尾晃一・岡寿樹）は日本経済研究センターの「高齢
化社会への挑戦」をもとに，労働力人口（入口と労働力率の積）の将来予測をおこなって
いる。このうち人口は厚生省の予測がある。一方，労働力率は，若年層（15－24歳）の高
学歴化，中年層（25－54歳）女子のパート労働の増加，60歳定年延長の普及，高齢者（65
歳以上）の相対的増加などの要因が相埃って，1970年から2000年の間に，男女計では67．！
％から62．2％へ，男子は84。3％から76．4％へ，女子は50．9％から48．6％へ，それぞれ低下
すると予測されている。
　続いて高齢（ここでは55歳以上）労働力の就業構造が分析され，①高齢者の就業理由は
生計の維持が圧倒的に多いこと，②産業別では農業と第3次産業，とくに卸・小売業とサ
ービス産業が多いこと，③就業状態では嘱託などが多いこと，④企業規模別では従業員
1－29人目零細企業が半数を占めることなどが明らかにされ，従って高齢者の将来の雇用
状況は楽観を許さないことが指摘されている。
　第3章「地域人口の将来」（渡辺真知子・安川彬）では，最初に，70年代を境に，日本
の府県間人口移動が3大都市圏集中型から，移動率の低下と大都市周辺増加型に変化した
ことが指摘される。続いて「住民基本台帳」を使って府県間人口移動パターンの変遷が分
析され，最後に将来の地域人口が推計されている。そこでは東京の人ロシェア減少，東京
周辺と大阪・愛知地域の人日シェア増加，北海道・東北・山陰・四国・九州など遠隔地の
人日シェア停滞（と微減）などが指摘されている。
　人口推計は高齢社会についての議論の基礎を提供するものであるが，第！部では筆者の
永年の研究をもとに，非常に興味深い分析がなされている。
　第2部は，21世紀にかけて，「高齢社会にわれわれを軟着陸させる方途を産業面から探
る」という視点から，日本の「産業構造Jの変化を検討している。
　まず，第1章「総括的展望」では，ソフト化・サービス経済化の進展にともなう，現在
の産業構造の分類法の問題点を指摘したあとで，今後の産業構造を規定する基本要因を，
①人口構造の変化，②国際環境の変化，③社会意識の変化，④技術革新の4つに求めて
いる。
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　第2章「高齢社会と産業構造」では，これを受けて，4つの基本要因の影響を検討する。
とくに①人口構造の変化では，人口高齢化の進展にともない，日本的経営と経済成長を支
えてきた企業・産業の社会的基盤が掘り崩される危険が指摘され，④技術革新については，
2000年にかけて起こる技術革新のなかで，産業・労働面への新しいインパクトと，雇用へ
の悪影響が指摘されていることなどが注目される。
　第3章「経済成長と産業構造」では，経済成長率と産業構造の予測が，続いて，素材型
の低迷，IC・情報・加工組立型の伸張という，地域経済の対称が示され，同時に，今後の
日本経済が大都市集中型に向うか地方分散型に向うかは予断を許さないと結論されている。
　最後に，第4章「結びにかえて」では，来たるべき高齢社会に向けて，われわれの対応
のあり方の指針が示されている。
　第2部は原　豊・石畑良太郎・熊谷彰矩の3氏の共同執筆であり，叙述がまとまってい
て読みやすい。ただ第2部全体が，他の報告書・白書をベースに執筆されているので，オ
リジナルな研究ではない。
　第3部では高齢社会の「財政」環境が扱われている。
　まず第1章「低成長路線と共存する財政赤字」（今井良夫）では，日本経済が，2回の
石油危機を経たあと，低成長と財政の慢性赤字・公債の累増に陥ったこと，加えて，最近
では防衛負担と社会保障費の拡大という新たな財政負担が発生している現状が指摘されて
いる。最後に，社会保障費を年々1兆円ずつ増加していく場合の結果がシミュレーション
分析されている。
　第2章「高齢化社会のなかの福祉財政」（岸　功）では，最初に人口高齢化の状況が整
理されたあと，次に医療費・年金・社会福祉サービスのいずれにおいても，公的財政負担
の割合が増大している実状が明らかにされる。最後に，このまま進めば社会保険料，租税
負担とも膨大にならざるを得ないことが指摘されている。
　第3章は「欧米先進諸国の社会保障の動向」（横山　彰）であり，ここでは，1980年代
における，アメリカ，イギリス，西ドイツ，フランス，北欧（デンマーク・スエーデン）
諸国の社会保障制度と費用負担（保険料・租税）の改正状況が簡潔に紹介されている。い
ずれの国でも，70年代（フランスは80年代はじめ）の「過剰保障」を是正するために，こ
こ数年，保険料の引上げ，補助率の引下げ，医療費患者負担の増加，物価スライドの圧縮
など，類似の政策を採用していることが明らかになって，興味深い論文である。
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　最後の，eg　4章「21世紀の試練に耐えうる福祉財政の確立をめざす」（古田精司）では，
財政当局の財政再建計画のもとで福祉財政がいま転機に立たされていることが指摘され，
続いて，福祉財政を存続させるためには，社会保険制度が，モラルハザードを防止でき，国
民に公平感を与えられるように改革されるべできあり，税制は所得税中心から支出税中心に
改革されるべきであること，最後に，長期の福祉財政計画が立てられるべきであることが
主張されている。いずれも共感をよぶ提言である。
　第4部は「家族と生活構造」であり，ここでは13人の研究者が，主に社会学の方法で，
高齢者の生活を分析している。
　第1章「高齢者を含む世帯の構成」のうち，1「子らとの同別居の将来予測」（石原邦
雄）では，同居比率が趨勢的に低下してきている現実と，半面，70年代以降に高齢者の同
居希望者比率が上昇している実態が対比され，さらに最近では，同居か別居かの単純な選
択でなく，老後の状態に応じて同・別居のあり方を考える傾向が増加していることが指摘
されている。
　H「同居の内容と隣・近目の動向」（岡村　益）では，伝統的「長男との完全同居」か
ら多様な同居，隣・近居が模索されている同居の動向，および老人の自立を支持する親族，
地域社会の条件は何かが分析されている。
　皿「老後の夫婦関係」（望月　嵩）は退職後の高齢者夫婦の生活と老年期の結婚がとり
あげられている。
　第2章「老親扶養と相続問題」のうち，1「老親扶養の実態と意識の趨勢」（藤見純子）
では，総理府「老親扶養に関する調査」をもとに，老親扶養の実態と扶養意識が分析され
ている。従来の「長男による同居扶養」から，扶養は一子でも経済負担は分担という意識
が増加しており，また長男に扶養されたい親と，分担して扶養すべきだという子の意識の
乖離も見られるが，ただし，地域的な格差が大きいなど，注目される知見がみられる。
　ll「高齢者介護」（高橋博子）では，最初に，「ねたきり老人」が夫の場合は妻に介護さ
れ，妻の場合は嫁・娘に介護される（ただし大都市では娘の比率が高く，農村では嫁の比
率が高い）という介護の状況が分析され，次に，将来のあるべき介護，すなわち介護が可
能な住居条件と，介護意欲の必要性が述べられ，最後に，少産時代の，子に依存しない「自
立的老年」の意識改革と，同時に，家族の精神的介護，社会的施設整備の必要性が述べら
れている。力作で説得力のある論文である。
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　皿「相続問題と高齢者」（湯沢擁彦）では，遺言制度の活用が少ない日本の状況におい
て，子（とくに長男）に比較して妻の立場が弱いために，扶養者・介護者に多くの相続を
という被相続人の意思が実現しにくい現状の問題点が指摘され，将来は相続者としての配
偶者の立場を強化し，扶養と相続の関係を強化するために，遺言制度を充実することが提
言されている。
　第3章「生活構造と生活満足度」では，1「予想される老後生活の構造」（正岡寛司）
が老後生活時間の拡大にともなう，生活の多元化と多様化を分析している。
　次に，H「生活時間構造と生活空間構造」（松村健生）が老後生活時間の過ごし方と，
社会参加を含む生活空間の活用を分析している。
　皿「生きがいと生活満足度」（和田修一）は，家族への期待（介護・交流ニーズ），生き
がいとしての就労を中心に，高齢者の生きがいを探っている。
　1V「アメリカの状況J（目黒依子・指田隆一）は，1981年の「高齢者問題に関するホワ
イトハイス会議」を中心に，最近の米国における高齢者問題へのアブm一チを紹介してい
る。
　最後に「むすび」（森岡清美・青井和夫）では，第4部の結論が要約されている。すな
わち，①従来の長男完全同居型扶養から，生活分離による自立的な親・子の扶養関係が進
むであろうこと，②「ねたきり老人」などへの介護負担が増加すると，女性の社会進出の
要請との間に摩擦が生じざるを得ないこと，③人生80年時代の今日，旧来の直系家族関係
に代って，新しい生きがいと介護が求められていること，④今後の高齢者の環境は厳しい
ものがあり，高齢者は自活意識をもつべきこと，⑤高齢社会の費用負担を公的資金だけに
依存することはできないため，近代市民社会の三価値のひとつである「博愛」の理念を復
活させ，ボランティアによる社会福祉を充実すべきこと，などが提示されている。示唆に
富む「むすび」である。
　第4部は社会学的分析であり，評者のような経済学研究者には新鮮であった。ただ，執
筆者が多すぎて，それぞれ十分な掘り下げをできなかった印象が残るのは残念である。
2．第2巻「高齢社会への社会的対応」
第2巻は「高齢社会への社会的対応」をテーマとして，雇用，所得保障，医療保障，教
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育・文化，高齢女性の7っの分野の各論を展開している。
　第1部「雇用」の第1章「所得保障政策と雇用問題」（牛丸　聡）では，高齢者の所得
保障と雇用について，高齢者の生活費が私的負担（家族，個人年金）ではなく公的年金に
よって負担されるべきこと，公的年金が不十分な場合には高齢者の雇用が保障されるべき
ことが述べられている。
　第2章「雇用問題の展開と雇用政策」（島田晴雄）では，最初に高齢者の求職難，所得
保障の要請，日本的雇用制度改革の必要性という，3っの雇用問題が提起され，次に定年
延長（80年代），60歳代の雇用（90年代），雇用制度の抜本改革（2000年代）と時期を追った
雇用改革の手順が示される。最後に個別問題として，①日本的雇用慣行のもとでは高齢者
再就職が困難であり，定年延長が普及してきたが，雇用延長には賃金調整が前提に伴っ
たこと，現実には高齢者を吸収したのは小企業であったこと，②大企業は高齢者雇用に際
して，能力再開発とともに関連企業への出向・派遣などで，高齢者雇用を実現してきたこ
と，③高齢者雇用の主体として，中小企業の積極的役割が認識されるべきことなど，アン
ケート調査をもとに，注目すべき知見が披露されている。優れた論文である。
　第3章「労働供給と所得保障」（清家　篤）では，厚生年金を基礎にして，高齢者の主
体的均衡モデルを使って，年金給付と労働供給の関係が計量分析され，①年金給付が労働
供給を減少させること，②在職者への年金減額給付制度が，高齢者に対して減額を考慮に
いれた労働供給（とくに労働時間）を実現させていることが実証されている。
　第2部は「所得保障」であり，年金改革が論じられている。
　第1章「序論」（小山路男）では，所得保障についての考え方と，現行の年金制度の改
革の必然性が簡潔に指摘されている。
　第2章「年金制度の現状と問題点」（山崎泰彦）では，現行年金制度の現状と問題点が
整理されている。このうち，①給付水準については，成熟期の厚生年金の高水準給付と，
零細企業被用者の国民年金の低水準給付の格差が指摘され，②婦人の年金では，年金権喪
失の可能1生，世帯間格差（共働きと専業主婦）の問題が，③．共済年金では公的年金と企業
年金の未分離が，④費用負担では淳生年金保険料率の男女間格差と標準報酬月額制度が，
国民年金の給付では任意加入の問題点と大量脱退の危険が，⑤最後に年金制度の分立的発
展にともなう制度間格差の問題点が指摘されている。
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　第3章「21世紀の年金制度」（堀　勝洋）では，第2章の問題点をふまえて，具体的な
年金改革構想が提示されている。すなわち，基礎理念として，長期的に安定で公平で効率
的な年金制度の実現を図ること，具体的措置として，制度の統合を図り，基礎年金と所得
比例年金を区分し，現役世代とバランスのとれた給付額を実現し，物価スライド制を堅持
し，支給開始年齢を65歳に引下げ，費用負担として社会保険方式を採用することなどがそ
れである。いずれも61年4月改正に反映されている構想であり，興味深い。
　第4章「私的年金の現状と将来」（庭田範秋）では，個人年金のめぐる諸問題がわかり
やすく説明されている。最初に個人年金に対する世帯別・階層別需要と，個人年金へのニー
ズを拡大させた背景（客観的条件）が要約され，次に個人年金の問題点として，①給付面で
は今後の改正で私的年金が公的年金の上乗せになったこと，②支払い面では相互代替関係
にあること，③個人年金業界に業界内・業際競争の促進が必要なこと，④個入年金ではイ
ンフレが最大の敵であり，インフレなき経済が望まれることなどが指摘されている。私的
年金はこれまで研究蓄積の乏しかった分野であり，興味深い論文であるが，本文に図表の
説明がないのが階しまれる。　　　　　　　　．
　第3部は「医療保障」をとりあげている。
　第1章「高齢社会と医療保障」（江見康一）では，最初に，年齢の深化にともなう高齢
保障を雇用→年金→医療→老人福祉の順で捉えた後，次に，疾病頻度が高く，通・入院期
間が長く，医療費用が高い老人医療需要に対して，財政的・社会的制約を考慮して，適切
な医療体制の確立が要請されているなかで，昭和58年に施行された「老人保健法」の目的
と内容が紹介されている。最後に，このままでは国民医療費／GNPが急増するという将
来推計が紹介され，医療保険制度の抜本的改革と医療供給体制の見直しが必要であること
が指摘されている。
　第2章「医療サービスに対する需要と供給の見通し」（都村敦子）では，最初に，年齢
構成の変化にともなう疾病構成の変化を基礎に，2000年の医療需要（患者数）と，それに
必要な医師数が推計される。一方，医科大学の急増によって，とくに病院勤務の医師が増
加している現状があり，実際の医師供給数はこの必要数を大幅に上回ることが明らかにさ
れ，高齢者医療の面からは，むしろ地域医療の充実が必要であることが指摘されている。
　第3章「高齢社会における健康と医療」（藤野志朗）では，最初に，医療に関するグロ
スマンとパグリンの，2つの経済理論が紹介され，次に，日本の健康度の指標として，死
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亡率，乳児死亡率，平均余命など量：的指標のほかに，有病率など質的指標が重要であるこ
と，最後に，高齢時の健康回復は青・壮年時の健康を基礎に実現するものであり，青・壮
年医療が重要であることが指摘されている。
　第4章「医療費対策の世界的動向」（井口直樹）では，最初に，最近の「医療保障拡大
から医療費抑制へ」の転換の内容とし．て，直接的医療費総枠規制，医療供給システムの効
率促進，医療サービスへの市場原理導入など世界共通の動向が指摘され，続いて，適正な
医療サービスの理論的解明にむけて，医療費の経済分析が必要であること，その一環とし
ての，最近のWHO，　ILOの研究動向が紹介されている。筆者のいうとおり「理論的分析
がないままに医療保障制度の後退を迫られ」ている状況が発生しており．この研究テーマ
の重要性が痛感される。
　第5章「21世紀の医療保障」（江見康一）は第3部の総括論文である。最初に，高齢者
の健康維持は高齢者福祉や若年時の健康維持と不可分であり，健康を自ら守る健康意識と
それを可能にするプライマリ・ケアが重要であることが指摘され，続いて，医療技術の進
歩が高齢者の健康維持に貢献しうるためには医師と患者の関係や社会的配慮が必要である
こと力喚起されている。最後に，将来の医療保障を考える視点として，医療保険制度の改
革に負担の適正化が必要なこと，医師過剰時代には地域医療や開発途上国への医療協力が
必要であること，医療産業の分析が必要なことが指摘されている。
　第3部は，チームワークのとれた編集で，読みやすかった。ただ，医療の供給側である
医療・薬品産業の経済分析や，濃密（過剰）医療が発生する構造的要因への分析などがあ
れば，もっとバランスがとれたのではないかと考えられる。
　第4部は三浦文夫氏の単独執筆による「社会福祉」である。
　序章「高齢化社会に対する基本的視点と社会福祉」では，社会福祉に対する筆者の問題
意識と，第4部のテーマが提示されている。
　第1章「在宅型老人福祉体系の確立」では，高齢社会における老人福祉が在宅福祉を核
とした地域福祉になるという認識の定着を基礎に，在宅福祉サービスの中心であるホーム・
ヘルパー制度と福祉施設の活用のあり方を検討している。このうち福祉施設については，
在宅福祉とリンクした老人ホームの多角的な活用（長期，短期，デイケア，給食など）が
提案され，一方，ホーム・ヘルパーについては，派遣世帯の拡大とヘルパーの増力口のため
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に，①公的負担だけでなく，②民間ボランティア，③民間企業＋公的支援など，多様な活
用の必要性が主張され，全国11の事例が紹介されている。
　第2章「高齢化社会と社会福祉ミニマムについて」では，社会福祉における，これまで
の救貧的選別主義，一般選別主義的福祉の限界を指摘して，それに代る普遍主義的社会福
祉を提唱している。筆者の論拠は，福祉における貨幣的ニーズ（所得）は一律最低水準の
設定が可能で，選別の対象となりうるが，非貨幣的ニーズ（医療，生活介護など）は各人
ごとに異なり，一律水準の設定や選別には適さず，需要者のニーズに応じて普遍的に供給
されるべきことにある。また，供給負担の点でも，一律公的供給とせず，民間企業の供給
も可能であるとしている。
　第3章「高齢化社会における社会福祉のパラダイム」は，第2章の理論を進めて，社会
福祉供給システムを，①公共的〔行政型と認可型〕，②準公共的〔準市場型と準相互扶助
型〕，③非公共的〔市場型と相互扶助型〕の3つに区分し，これら3つの供給システムを
有効に組織して，福祉需要者のニーズに応じて「必要な施設・サービスの利用が可能な普
遍主義的な社会福祉体制」が確立されるべきだとしている。
　第4部は筆者の永年の研究が簡潔に凝縮された優れた論文であり，公的・準公的・私的
のミックスした福祉供給システムを提言するなど，高齢社会の本格化する時代の社会福祉
を考えるうえで，括目される論文である。
　第5部は「教育・文化」であり今田幸子，鐘ケ江晴彦，久冨善之，油布佐和子，佐藤郡
衛の諸氏が分担執筆されている。
　「はじめに」で，将来社会の高齢者の「生きがい」は従来の対応や発想の延長では処理
できないことが強調された後，第1章「高齢者の“生きがい”としての教育・文化活動」
では，最初に，身体の衰え・退職・家族内役割の喪失という高齢者の3つの不安に対して，
生きがい活動の必要性が指摘され，続いて，「老人福祉法」（昭和35年）以降の政府の「生
きがい活動」対策が4期に分けて整理され，それら対策の問題点が指摘されている。最後
に，高齢者自身の生活様式の最近の変化が世帯・就労・健康・学歴の4点について検討さ
れ，高齢者の多様な生活様式が発揮できる社会環境の整備が必要であることが主張されて
いる。
　第2章「高齢者の教育・文化活動対策の現状と問題点」では，最初に，労働省の高齢者
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就労政策（60歳定年延長，シルバー人材センター〉の，比較的良好な実績が紹介され，同
時に，就労に力点がおかれる余り，就労からの引退への配慮が不足していた問題点が指摘
されている。次に，文部省関係の高齢者教育の現状が，学級・受講者数，講座内容，受講
者の感想などを基礎に分析され，多様なカリキュラム開発と，高齢者の主体性の尊重の必
要性が主張される。最後に，厚生省の対策として，老人健康教育事業など4つの活動が紹
介され，活動の目的意識が曖昧なこと，要援護対策と生きがい対策が分離していることな
どの問題点が指摘されている。
　第3章「地域・企業における対策事例」では，埼玉県，兵庫県，秋田県における高齢者
教育と，三菱電機の企業内教育が紹介されている。興味あるレポートである。
　第5部は，これまでの行政の施策を詳しく紹介しながら，同時にその問題点を鋭く指摘
するなど，高齢者教育・文化活動のおくれについて本質に迫っている。
　第6部は「生活環境」を，都市と農村の2つの側面から検討している。
　「A　都市jは，木下茂徳氏の単独執筆である。
　まず第1章「高齢者社会の生活環境」では，最初に「高齢者問題世界会議」で採択され
た「行動計画」をもとに，高齢社会に適応した都市環境づくりの必要性が主張され，続い
て，その一例として，老入福祉センターの利用状況と利用者の意識調査，未利用の理由な
どが分析されている。
　第2章「高齢化社会と都市環境」では，高齢者の生活しやすい都市環境が，街頭施設・
交通施設などについて，，具体的に検討されている。
　第3章「高齢化社会における建築施設のあり方」では，同じく建築施設が，公的施設，
民間施設に分けて詳しく検討されている。
著者は都市工学（と推察される）の立場から，例えば，歩道の幅・高さ・傾斜などにみ
られるように，現状の問題点を詳細に指摘し，具体的な数字を挙げて改正点を提案されて
いて，示唆に富む論文である。
　「B　農村」は，青木志郎・児玉好信・田端光美・山崎之子・渡辺光雄の諸氏による共同
執筆である。第1章「高齢化が進む農村社会」では，全国平均より20年先をゆく農村の高
齢化の状況が，人口構成，世帯構成，農業就業構造，後継者の状況をもとに，分析されて
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いる。
　ag　2章「環境整備の状況」では，住居，生活基盤（処理施設，道路・交通，地域の施設）
のそれぞれについて，高齢社会にとっての農村の環境整備の状況が分析され，とくに山村
における整備のおくれが指摘されている。
　第3章「高齢者の社会生活態度」では，農村における高齢者の地域社会活動，生産活動
への参加意識について，アンケート調査結果が紹介されている。（ただ，アンケートの分
析はわかりにくかった。）
　第6部は，都市と農村における，高齢者をとりまく生活環境の現状と将来の変化を分析
しようとしたものであり，興味ある試みである。執筆者が具体的な調査をもとに現状の批
判を展開しているのも，共感をよぶものである。ただ，それを改革していく過程について
は展望が明らかではなく，依然として問題が残されているように感じられた。
　第7部は，とくに「高齢女性」に焦点を当てて，経済的自立と介護の問題を扱っている。
　第1章「高齢化社会と女性」（袖井孝子・岡村清子）では，最初に，従来の高齢化社会
問題も女性問題も．「高齢女性」に対する関心が欠落していたことが鋭く指摘され，続い
て，高齢者における年金・就労の男女差別（女性であるが故の不利）が，依然として存在
していることが指摘されている。
　第2章F女性の老後と家族」（直井道子〉では，年金を中心とした経済問題，配偶者と
の離・死別，家族との同居といった家族関係，孤独・不安・家族内葛藤のような精神的問
題が分析されている。最後に，21世紀への展望として，高齢女性が子供世代に従属するこ
となく，経済的に自立でき，社会的介護が期待できる状況の必要性が強調されている。
　第3章「老人のケァシステムと女性マンパワーの諸問題」（岡村清子）は，高齢者の介
護者である女性を検討している。最初に，現在，大半を占める家庭内介護の限界を指摘し，
次に，福祉奉仕員，ボランティアという介護サービス供給者の現状を検討し，彼女たちの
高齢化，低賃金，就業条件の劣悪さを指摘している。最後に，将来のマンパワーの需給推
計において，大幅な供給不足が予測されることが紹介されている。
　第4章「第皿期女性の行動と老親介護」（長津美代子）は，育児から解放されて，仕事
や社会活動に復帰すべき時期に老親介護の主体とならざるを得ない第四期女性（35ue　一一59
歳）の，家庭外活動と介護の両立可能陛を追求している。とくに21世紀に介護者になるべ
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き，現在の20代後半～30代後半の世代に家庭内直接介護の意識が低いこと，実子に介護さ
れたい親が多いのに，現実の介護者が嫁であること，有料ヘルパーを依頼して家庭外活動
をする主婦への社会的反感が大きいことなど，問題点が鋭く指摘されている。
　最後に第5章「将来への展望と対策」（袖井孝子）では，高齢女性の経済的自立，女性
介護者の家庭外安定供給，雇用・介護における男女平等の必要性が強調されている。
　第7部は，これまで欠落されていた「高齢女性」を分析したユニークな力作である。執
筆者が女性に限定されているため，女性の不利さが強調され過ぎる嫌いがあるが，介護者
としても被介護者としても，質量ともに重要な高齢女性を取りあげて，現状の問題点と将
来の展望を明らかにした努力は高く評価されてしかるべきであろう。
3．第3巻「高齢社会の保健と医療」
紙数の制約のために第3巻には触れることができない。しかし，この巻が
　第1部「老化と老化の制御」（遺伝子，環境因子，栄養）
　第2部「老年病の予防と対策」（心臓病，脳血管障害，老年者の肺炎・骨粗症・糖尿病）
　第3部「老人の健康と医療」（老入の運動，老年期痴呆の実態とその対策，医療システム）
という内容と，一般読者に読めるように配慮された叙述から考えて，専門家以外の読者に
も興味のあるものであることだけは記しておきたい。
4．いくつかの読後感
　冒頭に記したように，本書は，来たるべき「高齢社会」にむかって，現状をトータルに
分析し，問題点を摘出しようとした意欲的な学際的共同研究である。
　共同執筆であるために，例えば社会保障改革の世界的動向とか，生活環境の変化など，
重複している章もいくつか見られるが，全体としてはバランスよく執筆配分されている。
　そのうえで2～3の読後感を記したい。
　第1点は，高齢社会の接近にともなう社会的需要の発生と現状の立ち遅れについてはか
なり詳細な分析がなされていながら，それらの需要を充足するべき供給サイドについて，
十分な掘り下げがなされていないのではなし・かと懸念されることである。例えば，①高齢者
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の就業機会は確保されるのか，②高齢者医療の公的費用負担は可能なのか，農村・僻地の
地域医療のための医師は確保されるのか，③在宅介護の介護者は主婦に不当に押しつけら
れることなく，公的・準公的に十分に供給されるのか，④生活施設は高齢者が活用できる
ように改善されるのか，こうした点については，本書でも比較的暗い見通しが述べられて
いるだけで，十分明らかにされていない。しかし，いくら需要が高くても，供給側にイン
センティブがなければ，高齢社会のニーズは実現できないであろうし，この供給分析こそ
が，高齢社会問題のコアではないかと考えられるのである。
　第2に，高齢社会対策といっても，世代間，高齢者の状態ごとに異なった対策が必要な
ことである。まず，現在の日本の人ロピラミツドはヒョウタン型をしており，人ロコーポ
ートは「団塊」の世代とその子の世代の層でふくらんでいる。「団塊の世代」が高齢者に
なった時に高齢社会の問題が深刻になることは必須であり，一般的な高齢社会対策と別に
「団塊」世代の高齢対策が追求される必要があろう。次に，高齢者といっても，健康な高
齢者と「ねたきり老人，ボケ老人」とでは対策が異なるであろうし，健康な高齢者のうち
でも，就業意欲のある者と引退希望者とでは必要な対策が異なろう。従って，10年後，20
年後に何人の就業希望高齢者，引退高齢者，「ねたきり老人，ボケ老人」がいると予想さ
れるのか，それぞれにどのような対策が必要なのか，それに対して現在どのような準備
が必要なのかが，キメ細かく分析される必要がある。その点では，本書でももう少し突っ
こんだ叙述があってしかるべきであったであろう。
　第3に，高齢社会において発生する高齢者の需要は，これまでのような公的負担と準公
的（ボランティアな）負担だけでは対応できない。しかし，これまでの福祉論，高齢社会
論は，なぜか私的な高齢者むけサービス供給について触れてこなかった。しかし，一部に
は半ば公然と「シルバー市場論」が唱えられ，民間企業の無秩序な高齢サービス供給が始
まっている。本書の三浦文夫氏（第2巻第4部）が明確に指摘されているように，民間企
業による供給を如何に活用するか，あるいは公的供給・私的供給・コミュニティ的供給を
如何に社会的に分業させるべきかを，真剣に議論する段階に来ているように考えられる。
　高齢社会は，必ず実現するものであるが，まだ20年の余裕がある。本書の公刊を契機に，
誰もが生きがいを感じられる日本の高齢社会の迎えかたについて，いっそうの議論が起こ
ることを心から期待したい。
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